
平成２７年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 
（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No １ 府 省 庁 名  防衛省            

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
中小企業者等が予備自衛官等を雇用した場合の法人税額等の特別控除に係る特例措置の創設 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

○ 制度の概要 

予備自衛官及び即応予備自衛官（以下「予備自衛官等」という。）を新規に雇用する企業に対して、 

予備自衛官等１人当たり１０万円の法人税額（個人事業主の場合は、所得税額）の税額控除を行う。 

 

○ 適用要件 

  以下のすべての要件を満たすことが必要。 

 ・ 適用期間において予備自衛官等を雇用保険一般被保険者として雇用した企業。 

 ・ 予備自衛官等を１年以上雇用した企業。 

 ・ 青色申告書を提出している企業。 

 

・特例措置の内容 

○ 中小企業者等の特例  

中小企業者等については、法人住民税の課税標準を法人税額等の控除を受けた後の額とする。 

 

関係条文 

 

 

 

減収 

見込額 

［初年度］ ▲５１（－）         ［平年度］▲５１（－） 

［改正増減収額］                              （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

 予備自衛官等を雇用する企業に対して、税制に関する支援を実施し予備自衛官等の雇用に係る企業 

のインセンティブを向上させることにより、予備自衛官等の充足向上を図る。 

 

（２）施策の必要性 

予備自衛官等の雇用負担の軽減を図る本租税特別措置等は、雇用拡大を計画する企業に対し幅広く 

支援を行うため、予備自衛官等の充足向上に寄与することができ、税制による優遇措置は必要である。 

    

本要望に 

対応する 

縮減案 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

 防衛省における政策評価に関する基本計画（防官企第 4718 号。26.3.31）に規定する防衛省

の政策評価における政策体系において、次のとおり位置付けられている。 

○ 基本目標 

国際協調主義に基づく積極的平和主義の観点から、①我が国自身の外交力、防衛力等を 

強化し、自らが果たし得る役割の拡大を図るとともに、②日米同盟を基軸として、各国の 

協力関係を拡大・深化させ、③我が国の安全及びアジア太平洋地域の平和と安定を追求し 

つつ、世界の平和と安定及び繁栄の確保に、これまで以上に積極的に寄与していく。 

○ 政策分野 

防衛力の能力発揮のための基盤の確立。 

○ 施策 

  人事教育施策の推進人的資源の効果的な活用。 

政策の達成目標 本租税特別措置等により、予備自衛官等の充足向上を図る。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

４年間（平成２７年４月～平成３１年３月） 

同上の期間中

の達成目標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

本租税特別措置等により、平成２７年度から平成３０年度までの４年間で予備自衛官等 

約１５，８８０人（年間約３，９７０人）の採用が見込まれる。 

政策目標の 

達成状況 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

○ 適用数(見込み件数) 

  平成２７年度：約３，９７０件 

  平成２８年度：約３，９７０件 

  平成２９年度：約３，９７０件 

  平成３０年度：約３，９７０件 

 

適用数(見込み件数)は、以下の要領により算出した。 

① 過去５年間に採用された者のうち被雇用者の平均人数は、年間約３，０１０人。 

② 過去５年間に志願から採用に至らなかった者のうち企業の影響による者の平均人数は、 

年間約９６０人。 

  

本租税特別措置等の効果により、上記の約９６０人が予備自衛官等に採用され、かつ企業 

に雇用された場合の適用数は、①＋②により約３，９７０人（件）。 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

本租税特別措置等により、予備自衛官等の充足向上を図ることで、防衛力の能力発揮のため

の基盤を強化し、ひいては我が国の平和と安全及び国民の安心・安全の確保に寄与することと

なる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

○ 即応予備自衛官雇用企業給付金 

  即応予備自衛官雇用企業給付金は、即応予備自衛官を雇用することに伴う企業の負担に対 

して、その労苦に報いるため企業に対する政策的給付（謝金）として支給を行なうもので 

ある。 

○ 平成２７年度概算要求金額 

  １,５７１百万円 
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上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

現在、予算措置として運用している即応予備自衛官雇用企業給付金は、即応予備自衛官が訓

練招集や災害等招集に応じるために、即応予備自衛官本人の意思及び努力に加えて、訓練参加

などのために必要な措置を行っている雇用企業などに対し、その企業が負うことなる負担（休

暇制度等の整備、即応予備自衛官の訓練出頭等により回収できない維持的な経費の支出等）を

考慮して支給している。 

それに対して本租税特別措置等は、企業全体に対して予備自衛官等の新規雇用の拡大を図る

観点から、企業が予備自衛官等を雇用する際の負担を軽減し、雇用意欲の向上を図るものであ

り、即応予備自衛官雇用企業給付金とはその主旨及び性格が異なる。 

要望の措置の 

妥当性 

本租税特別措置等が新設されれば、同期間において予備自衛官等約１５，８８０人の採用が

見込まれる。これにより、予備自衛官等の充足向上を図ることができ、多様化・長期化する事

態における持続的な部隊運用を支える資とすることとなり、ひいては、我が国の平和と安全及

び国民の安心・安全の確保に寄与することができるため、本租税特別措置等による税減収を是

認する効果が得られるものと思料する。 

ページ １―３ 

 

 



 
 

税負担軽減措置等の 

適用実績 

 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

 

前回要望時の 

達成目標 

 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

 

 

 

これまでの要望経緯 
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